














井上勝 は,「鉄道創業期において,鉄 道建設の当初か ら一八九二年(明 治二五)鉄 道敷設法が
公布された段階 にいたるまで,い わば鉄道の基礎固めの作業を推進 した中心人物」1)として,日
本の鉄道史上にその名をとどめている。本稿の課題は,こ の井上勝の鉄道構想を近年の鉄道政
策史研究 を踏まえて検討することである。
井上勝…zは,1843年8月25日(天 保14年8月1日),長 州藩士で代官の井上勝行の長男 とし
て生 まれ,6歳 の時に野村家の養子 とな り野村弥吉 と称 した。1858年(安 政5)に 長崎に出て
オランダ士官か ら兵学を学び,翌 年には江戸に出て砲術 を学んだ。1863年6月(文 久3年5月),
井上は長州藩の井上聞多(馨),伊 藤俊介(博 文),遠 藤謹助,山 尾庸三 らとともに,同 藩の鉄
砲買入御用金を引き当てに横浜の御用商人から5000両 を借 り出 してイギ リスに密航 し,ロ ンド`
1)原 田勝 正 『鉄 道 史 研 究 試論 一 近 代 化 にお け る技 術 と社 会 一 』 日本 経済 評 論 社,1989年,62頁 。
2)井 上 勝 の 略歴 は,井 上勝 「鉄 道 誌」(副 島 八 十 六編 『開 国五 十 年 誌 』開国 五 十年 史 発 行 所,上 巻,1907年)に
よる。 な お,井 上勝 に つ い て は,OHveCheckland"BRITAIN'SENCOUNTERWITHMEIJIJAPAN,
1868-1912",1989(杉 山忠 平 ・玉 置 紀 夫訳 『明治 日本 とイ ギ リス 出 会 い ・技 術 移 転 ・ネ ッ トワ ー クの形
成 一 』 法 政 大学 出版 局,一 九 九 六 年)に も興 味 深 い叙 述 が み られ る。
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ン大学で 「初 めは語学,算 術,理 化学等を研究 し,後 には鉱山及び鉄道の実務 を専修 した」3)。
井上勝は,1868(明 治1)年11月 に帰国すると,翌 年10月 に木戸孝允の招きによって上京
し大蔵省造幣寮造幣頭兼民部省鉱山司鉱山正 となった。そして,1869年12月7日(明 治2年11
月5日)の 大隈重信 ・伊藤博文 らの政府首脳 とイギ リス公使パークス(SirHarryS.Parkes)
の第1回 目の非公式会談で通訳 を務め,「親 しく其説を聞 くを得」ることになった。この会談で,
大隈 と伊藤はイギリス人ネルソン・レイ(清 国税関総裁)と の間に,「東京,兵 庫間鉄道布設費
概算三百萬硬の内先づ一百萬膀 を起債する事,及 び工師,職 工の傭人,材 料の購入等悉 くレー
氏の意見に一任 して庭耕せ しむる事」な どを条件 とする契約 を結んだ。井上によれば,こ れが
「予が鉄道に関係するの始め」であった4)。
その後井上勝 は,1870年5月 に民部権大丞を兼任 し,同 年12月12日(閏10月20日)には
工部省の設置 とともに工部権大丞兼鉱山正 となり,翌 年7月 には工部大丞 となった。1871年9
月28日(明 治4年8月14日)に 工部省 に寮制が施行されると,工 部省鉱山寮鉱山頭兼鉄道寮
鉄道頭 となったが,翌 年8月7日 には鉄道頭専任 とな り,東 京 ・横浜間鉄道の開業を鉄道行政
の責任者 として迎えることになった。
井上勝 は,1873年7月,鉄 道寮の大阪移転などをめ ぐって山尾庸三と対立 して退官するが,
74年1月 には復職 し,大 阪 ・神戸間鉄道の建設工事 を急いだ。井上が鉄道寮の大阪移転 を主張
したのは,「鉄道の事業 は今方に関西地方に旺んな り,我 々豪然 として東京に起臥すべ きときに
あ らず」と考 えたか らであった5)。そして,1877年1月11日 の工部省の機構改正 によって鉄道
寮が鉄道局 となると,工 部少輔鉄道局長に就任し,79年3月 には工部省技監 を兼任,82年8月
には工部大輔兼鉄道局長 となった。
1885年12月22日 には内閣制の実施 にともない工部省が廃止され,鉄 道事務 は内閣直属 とな
り,26日 に鉄道局官制が公布 されると(内 閣達第79号),井 上は伊藤i博文内閣総理大臣の もと
で鉄道局長官兼技監 となった。1887年5月24日,造 幣局の創設および鉄道建設の功により子爵
を授けられ,90年7月 には帝国議会の開会をひか えて貴族院議員 となった。そして,1890年9
月6日 に鉄道業務が内務省に移管 されて鉄道庁が創設されると(勅令第198号),井 上は鉄道庁
長官に就任 し,翌 年7月 には 「鉄道政略二関スル議」を内務大臣に提出,鉄 道敷設法(1892年
6月21日)公 布後の93年3月26日 に鉄道庁長官を退任 した6'。
3)前 掲 「鉄 道 誌 」571頁 。
4)同 前,577～578頁 。
5)同 前,582頁 。
6)鉄 道 庁 を退 任 した後 の井 上勝 は,1896年9月 に汽 車:製造 合 資会 社 を起 こ して社 長 とな り,1905年5月 に は帝
国 鉄道 協 会 会 長 に就 任 した 。 そ して,1910年5月 に鉄 道 員顧 問 と して ヨー ロ ッパ に渡 っ たが,8月2日 に ロ
ン ドンで客 死 した。 『東 京 経 済雑 誌1第1554号(1910年8月)は,井 上 の死 去 につ い て 「子 爵井 上 勝氏 は本
(23)一 井上 勝の鉄道構想一23
以上のような経歴 をもつ井上勝について,か つて中西健一は 「明治四年八月以来二〇余年の
長きにわたって(途 中六年七月一七年一月の間辞職していたが),創 業時代 の鉄道行政を首宰し
た代表的鉄道官僚であり,剛 直な性格に加 えて創成期官僚たるに似合 しい抱負 と信念に満 ちた
人物で,鉄 道官設論者 として一貫 し,爾 後 もしばしば機会をとらえては私鉄排撃論 を開陳 して
いる」と評価 している7}。また,原 田勝正 も,井 上勝 を 「鉄道専門官僚」と規定 し,1883年3月
の工部卿に対す る意見書,1887年3月 の「内陳書」,同 年度の鉄道局概況報告,91年7月 の「鉄
道政略二関スル議」などの検討を試み,井 上が 「私設鉄道否認論」ないし 「私設鉄道不信論」
を展開していた鉄道官設官営主義者であった としている8)。
中西 と原田の井上勝に対する評価は,井 上が徹底 した私鉄批判を展開しながら鉄道敷設法の
成立を導いていった としている点で も共通 している。た とえば,原 田はこの点 について次のよ
うに述べていた9)。
井上は徹底的に私鉄危険説 をとった。そ して,一 八九〇年(明 治二三)最 初の資本主義恐
慌 によって私設鉄道が大きな打撃を受 けると,翌 年 「鉄道政略二関スル議」を,当 時管轄
官庁 となっていた内務省の品川弥二郎大臣に提出,建 設計画における政:府の主導権確保,
政府資金の裏付け,私 鉄買収方策の実施 を主張した。一八九二年(明 治二五)六 月二〇日
公布の鉄道敷設法は,即 時買収を決定することはなかったが,お おむね井上の提案 を活か
すこととなった。,
そして,こ うした中西や原田の井上勝=鉄 道官設官営主義者 という評価が,こ れ までの 日本
鉄道史のいわば通説 としての位置 を占めてきた。 しかし,松 下孝昭 らの近年の研究は,井 上勝
の鉄道構想 と鉄道敷設法 との関係 について再検討 し,両 者が必ず しも一致 していないことを明
らかに している10'。また,星 野誉夫ll)によって先鞭を告げ られ,小 風秀雅12)・中村尚文13)らによっ




7)中 西健一 『日本私有鉄道史研究一 部市交通の発展とその構造 一 』(増補版)ミ ネルヴァ書房,1979年,
17頁 。
8)原 田勝正 『前掲書』(第2章 「鉄道技術の自立過程における技術官僚」)59～87頁 。
9)原 田勝正 『鉄道の語る日本の近代」そしえて,1977年,98頁 。
10)松 下孝昭 「鉄道敷設法の成立 と井上勝」(朝尾直弘 『日本国家の史的特質」思文闘出版,1995年)。 なお,同
「鉄道敷設法の成立 と矛盾」(『日本史研究』377,1994年1月)も 参照のこと。
11)星 野誉夫 「明治初年の私鉄政策」(『武蔵大学論集』第27巻 第3・4・5号,1979年12月),同「明治初年の
私鉄政策 と関西鉄道会社(1×2》」(同第29巻 第1号,第5・6号,1981・82年)。
12)小 風秀雅 「明治前期における鉄道建設構想の展開一 井上勝 をめぐって一 」(山本弘文編 『近代交通成立
史の研究』法政大学出版局,1994年)。
13)中村尚文 「日本鉄道業の形成と鉄道政策一 一八六九年～一八九四年一 」(『社会科学研究』第48巻 第1,
24 .一 『明大商学論叢』第80巻 第1・2号 一(24)
て深め られてきた明治初年の鉄道政策史研究は,明 治初年における井上勝の鉄道政策史上の役
割を相対化することに成功 している。本稿は,こ うした近年の鉄道政策史研究 を前提 とし,こ
れまで鉄道官設官営主義者 としての側面ばか りが強調 されてきた,井 上勝の鉄道構想 を改あて
検討 しようとするものである。
原田 『前掲書』が詳 しく検討 しているように,井 上勝 は日本の鉄道創業期における代表的な
鉄道官僚である。したがって,井 上の鉄道構想 を明らかにすることは明治初期の鉄道政策 を考
える上できわめて重要な課題 であると思われる。そのため,こ れまでの鉄道史研究の多 くが井
上勝 について言及 してはいるが,意 外にも井上の鉄道構想 を トータルに検討 したものはほとん
どみ られない14)。そこで,本 稿では鉄道官僚 としての井上勝の言論 を具体的に検討 しなが ら,そ
の鉄道構想 を明 らかにしていきたいと考える。
1.1869年 廟議の鉄道計画 と敦賀線の速成
維新政府は,1869年12月12日(明 治2年11月10日)の 廟議で東京から京都,大 阪を経て
兵庫にいた る東西両京間の幹線鉄道 と東京 ・横浜間および敦賀 ・琵琶湖畔間の支線の建設を決
定 した'5)。井上によれば,こ の廟議決定こそが「本邦鉄道経営の紀元」is)であ り,以 後鉄道官僚
としての井上勝 は,こ の廟議決定 になる鉄道建設計画をいかにして実現するかを課題 とし,そ
の実現のために尽力 していくことになった。
1870年,租 税権正前島密が『鉄道臆測』を著わ し,「十箇年間二東京 ヨリ西京 ヲ経テ大阪二至
ル幹線 ト東京横浜間,大 阪神戸間ノニ枝線 ヲ落成スルモノ トシ」17)て,鉄道建築費・営業収支の
推算書 を作成 し,鉄 道建築資金の調達方法を示した。それによれば,建 築費1102万5000両,
営業収入 は600万 両でその3分 の1に あたる200万 両が営業費 と見込 まれていた。したがって,





14)宇 田 正 『近 代 日本 と鉄 道 史 の 展 開」(日 本 経 済評 論 社,1996年)は,井 上勝 の活 動 を扱 っ た数 少 ない研 究 と言
え る。
15)鉄 道 省r日 本 鉄 道 史」 上 篇,1921年,20～26頁 。
16)前 掲 「鉄 道 誌 」577頁 。
17)前 掲 「日本 鉄 道 史 』上 篇,34頁 。




は当然なれども,先 づ予算の形式 として見るべ きものは,前 島密氏の編成せられし鉄道臆
測論なるものならん。其概要にして予が記憶に存するものを述べんに,十 年計画を以て東
京 より京都,大 阪 に至る幹線 と,東 京,横 浜間,及 び大阪,神 戸間の支線 を布設する事,
其布設費は若干,営 業費は若干,収 入は若干 と,逐 一計算した るものにして,明 治三年の
夏頃隈氏 を訪問せ しに,此 の如きもの出来せ りとて示 された りと覚 ゆ。当時前島氏は大蔵
省の高等官なりき,将 来時勢の変遷 もあれば,其 予算果 して適中せしや否やは之を知 らず
と錐,以 て鉄道予算の鼻祖 と称するも不可なきが如 し。
このように井上は,前 島の 『鉄道臆測』を日本人による 「鉄道予算の鼻祖」と評価 した。『鉄
道臆測』は,明 治初期の鉄道政策 を検討する際にたびたび取 り上げられているように,株 式発
行による資金調達の必要を説いてお り,政府による私設鉄道計画の事例 と考えられている20)。し
かし,井 上 はこうした私鉄の計画を否定するのではなく,「鉄道予算の鼻祖」として評価 してい
るのである。井上にとっては,1869年11月 の廟議で決定された鉄道建設計画 を早期に実現する
ことこそが問題であって,前 島密の 『鉄道臆測』 はそれに資金的な見通 しを与 えた もの として
高 く評価 しているように思われる。井上勝 は,こ の段階では私設鉄道会社の設立に必ずしも否
定的ではなかったのである。
東京・横浜間鉄道は,1872年10月14日(明 治5年9月12日)に 開業 したが,そ の他の計画
線はなかなか実現 しないでいた。そうしたなかで井上は,1876年2月,伊 藤博文工部卿に提議
し,「今 コノ鉄道 ヲシテ琵琶湖 ヲ懐ニスルノ業 ヲ全 フシ続々原野 ヲ通 シ山岳 ヲ穿チ終二全国 ヲ網
羅シ大二国ノ辮利交通 ヲ成スニ至 ラバ官地以 テ開クヘ ク鉱山以テ柘 クヘ ク人民則業二就 クヘ
シ」 と敦賀線速成の決断を迫 り,さ らに全国的な鉄道網 を拡張 して日本の殖産興業 をはかるべ
きであるとした21)。同年12月,井 上は何 も返答 をしない伊藤 に「独 り鉄道 ノー辺二向ツテー首
肯シテ之ヲ振起セシムル能ハサルハ抑又何故 ソ」と再び決断を迫 り22},翌77年(明 治10)2月
には太政大臣三篠実美にあてて次のように鉄道事業の不振を訴 え,鉄 道建設の速成 を主張 した
のであった23)。
熟々創業ノ始 ヲ推考スルニ維新 ノ後夫タ日ナラシテ廟説夙二鉄道創工 ノ議 ヲ定ム其企画ノ
略二云東京 ヨリ兵庫二至 リ別二構浜二至ルノ捜線ア リ又一線ハ琵琶湖ヨリ敦賀二至ル是 ヲ
19)前 掲 「鉄 道 誌 」579～580頁 。
20)星 野 前 掲 論 文 「明治 初 年 の私 鉄 政 策 と関西 鉄 道 会社(1)」6～9頁 。
21)前 掲r日 本 鉄 道 史」 上 篇,186頁 。
22)同 前,187頁 。
23)同 前,188頁 。
26一 『明大商学論叢』第80巻 第1・2号 一(26)
期スルニ三年乃至五年ニシテ成功 ヲ得ヘシト嵯呼盛ナ リト云ハサルヘケンや今薙十年丁丑
二至 リ凡 ソ年ヲ経ル八年綾二京浜間 ト京補間ノ業成ルノミ宣二微々 ト言ハサル可ケンや廟
堂素 ヨリ統御ノ術二宮 ミ向背ノ機二敏ナルヲ以テ千緒百般意ノ如クナラサル無 シ而シテ特
リ鉄道 ノー辺二向テ振起 セシムル能ハサルハ抑又何ノ故ソ若夫巨費ヲ憂ル トスルカ巨万 ヲ
賞典シテ惜マサルモノア リ是他ナシ勧工勧業 ノ忽ニスヘカラサルノ故ナルヘシ
注 目すべきは,井 上が この建言のなかで鉄道建設の遅れを非難 し,そ の要因が巨額な資金に
あるのであれば 「巨万 ヲ賞典 シテ惜マサルモノア リ」 としていることである。井上によれば,
1869年 の廟議決定の鉄道計画線の速成 こそが重要で,そ のためには民間か らの資金導入 をも辞
さない としているのである。なぜなら,井 上は 「鉄道ノ如キ仮令数十万 ノ巨費 ヲ費スモ薙二幾
数里ノ築造 ヲ成シ許多 ノ国益 ヲ興 スニ非ズヤ」24)と考えていたか らである。
また,井 上勝は,大 津・長浜間は琵琶湖の水運を利用することとし,1881年10月 に設立 され
た太湖汽船会社(頭 取 ・藤田傳三郎,資 本金50万 円)に 「汽車二代 リ旅客貨物 ヲ運送」25)させ
ることにし,船 舶の性能や運航回数,運 賃,さ らには旅客 ・貨物の取扱方にいたるまで事細か
に規制 した。そのため,太 湖汽船会社の 「大津長浜間ノ汽船連絡ハ越濃地方 ト京浜 トノ交通上
最モ重要 ノ機関 ト為」26}つたが,営 業上の収益は必ず しも良好 とは言えなかった。1883年6月
から84年3月 までの「実際勘定収支計算概算表」によれば,12万5246円29銭9厘 の収入高 に
対 して,営 業費6万7725円29銭1厘,改 造 ・新造船積立金6525円88銭2厘,平 常船舶修繕
費 ・非常積立金1万1504円20銭 で,純 益金は3万9490円 にすぎなかった27}。
太湖汽船会社 によれば,同 社の営業成績の不振 は 「営業 ノ利潤ニノミ汲々 ト」す ることな く
「潮通ノ振興公衆ノ便益 ヲ先務 トシ営業」してきたためであったが,「 今後尚一層湖上 ノ安全 ヲ
謀 り目下船舶ノ改良 ヲ加へ及 ヒ小船渠ヲ築造」するためには10万 円の増資が必要であった。そ
して,太 湖汽船会社 は,同 社が 「専ラ公衆ノ便益 ヲ企図スルノ組織二御座候得ハ従来大津長浜
間毎 日二回ノ航湖ナルヲ今後鉄道二列車毎二両地 ヨリ発船ナシ乗客 ノ多寡二不拘航湖為致度就
テハ航湖費モ多額ヲ要」すので,資 本金60万 円の4分,す なわち政府から株金 として24万 円
の下付 を受 け,配 当金は半額 にするという政府保護を請願 した28)。しかし井上勝は,太 鼓汽船会
社の営業不振 の原因 は必ず しも鉄道 との連絡輸送 にあるとは言えず,む しろそれは 「昨年来世
上一般二蒙ムル所ノ不景気二在ル」 とし,太 湖汽船会社 に対 しては資本金50万 円をもって大
24)同 前,188頁 。
25)同 前,藤 田傳 三 郎[頭 取]ほ か5名 「(大湖 汽船 会 社保 護 につ き上 申)」1884年6月20日(日 本 国 有 鉄道r工
部 省 記 録 ・鉄 道 之部 』 第7冊,1977年,723頁)。
26)前 掲 『日本 鉄 道 史』 上 篇,257頁 。
27)前 掲 「(大湖 汽 船会 社 保 護 につ き上 申)」(前 掲 『工 部省 記 録 ・鉄道 之 部 』 第7冊,724頁)。
28)同 前,723～727頁 。
(27)一 井上 勝の鉄道構想一27
津・長浜間の鉄道連絡輸送を営み,積 立金6%,配 当10%に 満たざるときには,1万2000円 を
超 えない範囲で不足額を政府が補助す るとした29}。こうした井上の主張が入れ られ,政 府 は
1884年10月18日,太 湖汽船会社 に命令書 を交付 した。
1869年12月 の廟議決定 になる鉄道建設計画の実現を自らの課題 とした井上勝 は,敦 賀線建
設を急ぎ琵琶湖上の水運 をも利用しなが ら敦賀 と東西両京間の幹線鉄道 との連絡 をはかるとい
う,き わめて現実的な対応をとった。敦賀線の建設資金には起業公債があてられたが,井 上に
よれば,琵 琶湖の湖上運輸 と敦賀線の連絡 は,「此線路にして竣工せば,湖 上は汽船 を使用 し,
南北両海の運輸 を連絡するを得て,今 次割当の金額 に対 しては,先 づ適度にして,最 も有利の
線路」30)と考えられていた。そして,こ の段階では必ず しも官設官営 とい う方式を強 く主張 して
いるわけではなく,民 間資金 を導入 し鉄道会社を設立す ることも認めるという柔軟な対応 を示
していた。
II.中 山道鉄道の建設計画 と東京 ・高崎間鉄道
敦賀線の建設がほぼ見通 しを得ると,井 上勝 は敦賀線の関ヶ原までの延伸 と東京 ・高崎間の
建設を主張し,東 西両京間の幹線鉄道 を中山道経由で実現 しようとした。井上は,1882(明 治
15)年2月17日,野 田益晴(工 部権大書記官)お よび飯田俊徳(権 大校長)ら と連名で工部卿
佐々木高行に宛てて 「建 白書」を提出 し,当 時の鉄道建設計画 を 「只是流行 ヲ　テ然ルノ ミ真
二鉄道ノ功用 ヲ辮 シテ其暢達ヲ翼 フモノニ非ルナリ」 と批判 し,自 らの鉄道構想について次の
ように述べた31》。
日本の地形 は,東 西に長 く南北に短 いので 「船舶 ヲ用ルニ利アルノ国」と言うことができる。
鉄道は 「運輸二利ナル船舶二倍スル数層ナル」といえども,「資本モ亦十数倍ノ巨額 ヲ要ス」の
である。 したがって,鉄 道はまず 「廣裏寛闊ノ原野物産充実スルモ水運 ノ便二乏シキカ或ハ水
利足ル ト錐 ドモ尚其運搬 ヲ飽足セシムル能ハサルカ若クハ海 ヲ環 リテ周航スレハ数百里 ヲ迂回
スヘキモ之 ヲ陸地 ヨリ横通セハ僅二数十里ニシテ従来搬運スヘキノ土地二」建設しなければな
らない。「沿海ノ地方船舶 ノ利未タ其用ヲ極メサル所」に鉄道 を建設 した り,「山間渓曲産業ノ
繁殖スヘキ無 キ所」などに汽車 を通 じさせるのは 「鉄道 ヲ濫用スルモノ」 と言わざるを得ない
のである。井上は,こ うした立場か ら 「廣謹夙有見干此テ神戸 ヨリ起 テ琵琶湖浜二至 リ湖浜ヨ
29)前 掲 「(大湖汽船会社保護にっき意見上申)」1884年7月20日(同 前,740～742頁)。
30)前 掲 「鉄道誌」584頁 。
31)井 上勝[技 監鉄道局長]・野田益晴[工 部権大書記官]・飯田俊徳[権 大校長]「建白書」1882年2月17白(前
掲r工 部省記録 ・鉄道之部1第6冊,1977年,104～113頁)。
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リ敦賀二連スルノ線路 ヲ計画」 し,ま た長浜 ・関ヶ原間および東京 ・高崎間の鉄道を建設すべ
きであるとしたのであった。
ところで,東 京高崎間の鉄道は,1881年11月 に設立された日本鉄道会社の計画線 とされてい
た。 日本鉄道会社は,池 田章政 ら旧華士族層が発起人 となり,東 京 ・青森間の鉄道建設 を目的
として設立 された日本で最初の私設鉄道会社で,同 区間を第1区(東 京より高崎 を経て前橋 ま
で),第2区(第1区 線中より白河まで),第3区(白 河より仙台まで),第4区(仙 台より盛岡
まで),第5区(盛 岡より青森 まで)の5区 に分 けて建設することになった32》。
井上勝 は,日 本鉄道会社の設立 を 「我国開明ノ浅キ電信鉄道等 ノ梢宏大ナル事業八戒ク之ヲ
官設二委 シーモ私立 ノモノアルナシ」とした上で,「 勝等嚢二鉄道会社 ノ創立アル ヲ聞クや窃カ
ニ相慶 シ」 と評価 した。 しか し,同 鉄道が東京 ・青森間の鉄道建設 を計画 していることについ
ては,「筍モ目ヲ国勢二注クモノハ莫有余裕ノ資力 ヲ傾テ遽二鉄道ヲ設 ク可キノ地位二非サル」
と批判 している33)。井上は,私 設鉄道 としての日本鉄道会社の設立については評価 しているが,
同鉄道が,こ の段階で一挙に東京から青森 までの路線建設 を実現 しようとしていることについ
ては厳 しく批判 しているのである。
日本鉄道会社は,「本社創立ノ際技術人二乏シク器械未タ備バラス直チニ建築二着手スルニ由
ナシ」とし,第1区 線の建設工事 については「挙テ之ヲ政府二依頼センコ トヲ議決シ」,1881年
6月22日 に願書を提出 して11月11日 に創立許可 とともに允可を得た34)。井上勝 は,こ の件に
関 して日本鉄道会社 の社長および理事委員 と工部省で会見 して,次 の ように述べた35)。
第一区工事 ヲ挙 テ之ヲ本省二委 スルハ予之ヲ了セリ然レ ドモ支出金出納ヲ併セテ之ヲ官二
委 シ会社ハ殆 ト局外二立ツカ如キハ会社ノ為二得策二非サルナ リ聞ク会社ハ第一区二於テ
工事実際ノ実験 ト熟練 トヲ博取 シ第二区ヨリ以往ハ自ラ事二従ハ ント欲ス ト果 シテ然ラハ
会社何 二由テ其実験 ヲ買ハ ントスルカ之ヲ会社ノ為二計ルニ支出金ノ如キハ会社 自ラ其出
納 ヲ掌 リ建築主任者ノ検印 ヲ以テ直二之ヲ支辮スルニハ如カス然 レハ則チ官二於テ別二担
任ノ属官 ヲ増置スルヲ要セス且 ツ其出納タル官二於テスレハ官ハ 自ラ官ノ制規ア リテ建築
ノ模様二因 リ幾分ノ急不急アルモ之レカ運用活動ヲ為ス能ハス空 ク手数 ヲ煩スノ患ナキヲ
得ス会社二於テハ乃チ然 ラス運用其機 ヲ失ハス工事随テ其度 ヲ誤 ラス会社又タ実験 ト熟練
トヲ獲 テ之 ヲ第二区以往二施スヲ得ヘシト因テ其議二決シ響二工部省二納付セシ建築費金
ノ支払残金 ヲ本社二領収 シ其出納 ヲ掌ルニ及ヘ リ
32)日 本 鉄 道 会 社 の設立 の経 緯 につ い て は,さ しあ た り前 掲r日 本鉄 道 史 』 上 篇,395～406頁 を参 照 の こ と。
33)前 掲 「建 白書 」(前 掲 『工 部省 記 録 ・鉄 道 之部 』 第6冊,106頁)。
34)日 本 鉄 道 会 社 「第一 回実 際 報 告」1882年7月(前 掲 『工 部 省 記録 ・鉄 道 之部 』 第6冊,497頁)。
35)同 前,498～499頁 。
(29)井 上 勝の鉄道構想一29
このように,井 上は日本鉄道第1区 線の建設工事 を工部省で引 き受 けることは了解 したが,
その会計事務 については同社が自ら実施すべきであるとしている。なぜならば,そ うすること
によって工事 も進捗するし,な によりも日本鉄道会社が私設鉄道会社 として自立 してい くこと
が可能 となると考えられるか らであった。井上は,日 本で最初の私設鉄道会社である日本鉄道
会社を批判するどころか,む しろ私設鉄道会社 として自立 してい く道 を示唆 しているかのよう
である。また,井上が 日本鉄道会社の敷設工事一切に当たることにしたのも,「当時敦賀線 も柳 ヶ
瀬腿道工事を残せるのみなれば,予 は官私を論ぜず,兎 に角鉄道の延長其事は何 よりも慶事な
りと思惟 し」たからであった36)。
1883年(明 治16)7月,井 上勝 は工部卿佐々木高行にあてて 「東京高崎間鉄道建築事業報告
書」を提出 している。同報告書は,82年6月1日 に着工されて 「東京熊谷間ノ仮営業ヲ開クノ
程度二及」んだ東京高崎間鉄道の 「工事ノ概況」を報告した ものであるが,こ の報告書の最後
で井上は 「此ノ報告ヲ了ルニ臨 ミ遺憾満肚黙スルニ忍サルモノア リ」として,「第一部(東 京・
川口間…引用者)建 築ノ未タ着手ヲ得サル一件」について次のように述べた37)。
日本鉄道会社の第1区 線東京 ・高崎間は,全 体 を第1部(東 京 ・川口間),第2部(川 口・熊
谷間),第3部(熊 谷・高崎間)の3部 に分けて,ま ず第2部 か ら着工することになった。 とい
うのは,「第二部ハ経路平坦建築施 シ易ク経費モ巨額 ヲ要セサレハ資本ノ都合 ト営業 ヲ急クノ都
合 トヲ察シ一時ノ便宜 ヲ以テ之ヲ第一着 ト為シタ」か らであった。
第2部 の建設工事は,1883年 の春初に上野 までほぼ完成 し「第二着ノ時機二臨 ミ…略…第一
部二着手セン」ことになった。 しか し,日 本鉄道会社では,「線路已二上野二連セ リ即チ東京二
連セシナ リ縦令新橋 トノ間隔ハ有之 トモ更二第一部 ヲ興セハ重複ノ業二佐シ寧 ロ其資 ヲ転シテ
前途 ノ延長 ヲ図ルニ如カス」 として第1部 の着工は 「不急」であるとした。井上 は,こ うした
日本鉄道会社の姿勢を「此論タルや能ク小数 ヲ知 レ トモ未タ其大数 ヲ辮セサルモノ ト謂フヘシ」
として,次 のように痛烈 に批判 した。
すなわち,井 上 によれば,「海外何 レノ国ヲ観ルモ其鉄道ノ首尾ハ海港二接セサルモノナシ是
レ海陸継続セサレハ十分ノ功用 ヲ尽ス能ハサレハナリ」 と,鉄 道建設においては海陸連絡の実
現こそが肝要であった。 したがって,日 本鉄道会社 も 「既二尾端ヲ青森港二連ス ト為セハ其首
端ハ東海 ノー港湾二起スノ本 旨タルや明ナ」のであって,「東京横浜間八業已二宮線 ノ在ルアリ
之二東京二接続スレハ早ク已二其希望ハ満足スル ヲ得 レハナリ」 と,日 本鉄道第1区 線東京 ・
高崎間鉄道 と官設東京 ・横浜間鉄道 との連絡を主張するのであった。
36)前 掲 「鉄道誌」588～589頁 。
37)井 上勝 「東京高崎間鉄道建築事業報告書」1883年7月(前 掲 『工部省記録・鉄道之部』第7冊,455～459頁)。
30一 『明大商学論叢』第80巻 第1・2号 一(30)
東京 ・高崎間鉄道 と官設東京 ・横浜間鉄道 との連絡には,「 市街ヲ貫穿スルモノ ト外郭 ヲ迂回
スルモノ ト」の二道が考 えられるが,政 府 は 「市街 ヲ貫穿スルハ目下言フ可クシテ行フ可 ラサ
くママラ
ルノ事タルや亦タ疑 ヲ容 レス」として,す でに「品川二於テ接続スルノ計 較 ヲ是認」していた。
日本鉄道会社 もこうした政府の計画を取 り入れていたが,井 上 によればいまだそれが実現 しな
いため,以 下のような貨物輸送上の不便 を蒙っている。
旅客ノ直接海港二趨 ン トスルモノ ・不便ハ暫ク閣キ此線路二於テ最モ望 ヲ厨スルモノハ信
上武ヨリ横浜二来往スル貨物ナルヘシ此等ハ上野 ヨリ新橋二転送スルノ手数 ノ煩冗 ト時日
ノ畷過 ト其不便ナル言二勝ヘサルヘシ荷主既二其不便 ヲ蒙ル鉄道焉 ゾ其金利 ヲ享ル ヲ得シ
や加之鉄道間断セル距離二於 テノ賃銭ヲ他手二収 メラル ・ノ不利ハ之ヲ連続 シテ自他 ノ効
用 ヲ完タカラシムルノ便利二教典 ゾや且ツ自家眼前ノ損失ハ最モ熊谷以往建築 ノ上二在ル
ベ シ其故他ナシ早ク官設線路 ト連絡スルヲ得ハ鉄條等舶載品ノ如キハ横浜ニテ一度搭車セ




井上 は,こ の ことを1883年3月8日 および28日 に日本鉄道会社に対 して反復説明 したが,
同社では 「已二春季総会二於テ議決シタル事ユへ次後総会マテハ復タ動カス可 ラス」 というこ
とであった。こうした状況のなかで井上は,幹 線 との連絡の件については6月14日 の諭達 もあ
るので 「此度 ノ総会二於テハ無論着手ノ議決二可及筈 ト存候」 としながらも,次 のようにかな
り強い姿勢で日本鉄道第1区 線の品川への延長を主張するのであった。
万一ニモ頑然其所見 ヲ主張 シテ真実利害ノ在ル所 ヲ察セス工事監督 ヲ職任 トスル我省 ノ諭
達井二拙官ノ解説モ馬耳風 ノ聴 ヲ為ス如キアラバ於政府ハ之 ヲ如何処分セラルヘキ欺其保
護 ノ点二向テ多少斜酌セラレサルヲ得サル儀 ト存候於拙官モ已二該社ノ為二不利タルコ ト





このように井上勝の日本鉄道会社に対する批判 は,同 社が私設鉄道であるとい うことに向け
られているのではな く,同 社の路線建設のあり方 に向けられていた。井上は,日 本鉄道の経営
形態ではな く,海 陸連絡 を重視するとい う自らの鉄道構想の もとに,東 京 ・横浜間の官設鉄道
との連絡を早期 に実現すべ きであると主張 して止 まなかったのである。
(31)一 井上 勝の鉄道構想一31
III.日 本鉄道第2区 線の路線選定問題
日本鉄道会社の第1区 線が開業すると,第2区 線の路線選定が 日程 にのぼることになった。
日本鉄道会社 は第2区 線の線路測量を工部省に稟請 し,1882年6月2日 に許可を得た。井上勝
は,早 速同年6月20日 から埼玉,栃 木,福 島などの諸県を巡回 し,第2区 線の路線測量 に着手
した。
1883年12月28日,栃 木県足利町の機業家市川安右衛門および織物買継商木村半兵衛 らは,
「日本鉄道会社第一区落成既二近 キニアルヲ以テ其第二区ハ則チ熊谷 ヨリ足利,佐 野,栃 木,
鹿沼,宇 都宮 ヲ歴テ白河二連スル線路モ不 日着手之 レアル コトト企望罷在候」.と,日 本鉄道第
2区 線 を両毛機業地帯の中心地足利へ誘致 しようという願書を提出 した38)。
市川 ・木村の願書は,そ の冒頭で 「抑々鉄道ヲ敷設スルノ要 旨ハ運輸交通ヲ便ニスルノー点
ニアル可」きであり,「之ヲ敷設スル幹線ノ如キハ最モ物産貿易交通ノ市場及 ヒ衆庶往復ノ繁劇
ナル地 ヲ貫通セシムルハ必要ノ儀 ト被在候」と述べ,群 馬県の桐生,大 間々,お よび栃木県の
足利,佐 野,栃 木,鹿 沼,宇 都宮を経由すべきであるとした。なぜならば,こ れらの地域 は「商
業最盛ニシテ物産貿易及 ヒ車馬往来輻較ノ要地」であるか らであった。すなわち,足 利 ・桐生
の1ヶ 年移出額は織物 だけで も約1000万 円に及び,移 入額 は洋糸 ・生糸 ・染料などで約700万
円であった。 また,佐 野 ・栃木 ・鹿沼の1ヶ 年移出額は,麻 苧 ・繭 ・生糸 ・水油 ・酒 ・醤油 ・
薪炭 ・穀類 ・石灰 ・足尾銅など約650万 円,移 入額は製茶 ・陶磁器 ・漆器 ・洋品 ・砂糖 ・石油 ・
酒 ・醤油 ・肥料 ・食塩 ・生魚 ・塩魚 ・紙類 ・織物 など約500万 円であった。
こうして,市 川・木村 らの足利の織物関係業者は,「故二私共同心協力シテ五十万円余(即 チ
十万株余)ヲ 募集致 シ置候間之ヲ該社 ノ株金 トナシ,熊 谷ヨリ足利町,佐 野町,栃 木町,鹿 沼
駅 ヲ経テ宇都宮二連スル線路二決定セラレ右各所へ停車場設置相成度私共懇望ノ至 りニ耐ヘ
ス」 と,日 本鉄道第2区 線の足利町への誘致を請願するのであった。 ここには,日 本の産業革
命の一翼を担 った両毛機業地帯への鉄道導入の構想 としてきわめて興味深いものがある。
しかし,井 上勝 は1884年2月 か ら熊谷分岐案および大宮分岐案の実地調査 に着手 し,両 者を
比較検討 した上で 「日本鉄道会社第二区線路ノ儀二付上申」を提出した。井上 によれば,熊 谷
分岐案は 「甚タ迂回ヲ極メ縦令一地方二利 アリトスルモ大二他二損失 ヲ被うシムヘク到底幹線
敷設 ノ主旨二道セサルモノ」であったが,表1の ように実地測量の結果 も建築費 は大宮 ・宇都
宮間169万5000円,熊 谷・宇都宮間212万 円で,大 宮・宇都宮間の方が低 く見積 られた。 また,
38)木村半兵衛ほか14名 「鉄道線路之儀二付御願」1883年12月28日(『 鉄道省文書 ・日本鉄道会社往復』交通
博物館所蔵)。
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工期や営業収支をみても大宮 ・宇都宮間の方が有利であった。こうして,井 上 は日本鉄道第二
区線 においては足利の織物業者が主張 した熊谷 ・宇都宮間ではな く,大 宮 ・宇都宮間を主張し
たのであるが,そ こには以下のような井上自身の鉄道構想があった39)。
更ニ一歩ヲ進メテ鉄道敷設 ノ本旨二就テ論スレハ此線路ハ固 ヨリ宇都宮二達シテ止ムモノ
ニ非ス乃チ東京青森問 ヲ連絡スルノ幹線二非 ラスや今数百里 ヲ進行セ ントスル幹線ノ初程
ニシテー小地方ノ得失 ヲ顧慮シ右旋左回停望覇躇 シテ前途 ノ大計 ヲ誤ル可 キモノニ非ス若
シ夫レ足利地方ハ従来ノ道路二安 ンスル能ハス トセハ鉄道幹線二最モ接近セル所 ヨリ別二
馬車道或ハ鉄道支線 ヲ開設 シ他 ヲ傷ハスシテ自ラ便利 ヲ得ルノ方案無キニ非ルヘシ
鉄道官僚 としての井上勝にとっては,あ くまでも日本の幹線鉄道網 を速成することが重要で
あった。 したがって,井 上にとっては両毛機業地帯への鉄道建設 も 「一地方ノ得失」のみにか
かわ る問題 にすぎず,全 国的な鉄道構想の観点からは先送 りされるべ き鉄道であったのである。
井上 は,か の田口卯吉が展望 した ような地方産業の発展を基底 に据 えた鉄道構想 は持 ち得 な
かったのである40)。
表1大 宮 ・宇都宮間および熊谷 ・宇都宮間鉄道建築費比較
費 目 大宮 ・宇都宮間(48哩1/4)
熊谷 ・宇都宮間
(43哩)
土 地D 74,720 74,120
土 工 102,964 128,766
道 路 及 河 付 替 4,545 4,300
土 樋 2,014 2,370
溝 渠 10,125 25,650
橋 梁 276,622 621,343
砂 利 敷 94,46; 85,001
路 線2) 584,753 535,770
車 類 240,000 320,000
停 車 場 62,500 62,500
停 車 場 及 沿 村 棚 14,860 13,76C
諸 材 運 送 費 4,000 4,000
官 舎 15,323 14,190
新 橋 工 場 予 備 費 40,000 40,000
諸 器 具 60,000 60,000
輸 入 税 28,000 28,000
俸 給 及 庁 中 費 80,645 100,988
総 額 1,695,534 2,120,758
出典1井 上勝 「日本鉄道会社第二区線路ノ儀二付上申」1884年11月(『 鉄道省文書・
日本鉄道会社往復』交通博物館所蔵)。
注:「 土地D」 は線路敷地代 ・家屋等移転料,「路線2〕」は本線測線用品類 ・坑材 ・
道敷並運送賃等である。
39)井 上勝 「日本鉄道会社第二区線路ノ儀二付上申」1884年11月(同 前)。
40)田 口卯吉の鉄道論については,内 田義彦 「明治経済思想史におけるブルジョア合理主義」および杉原四郎・内




松方財政が終息すると企業勃興 を迎 え,1886年 から99年 までのわずか4年 間に,表2に みる
ように多 くの私設鉄道会社の設立が企てられた。井上勝は,こ の企業勃興期における私設鉄道
会社の設立出願 に対 して,鉄 道官僚 としての立場から各鉄道の特性 をとらえて対応 していく。




て井上は,こ うしたなかで私設鉄道条例の制定 を準備 し,同 条例公布後 は,「曇二私設鉄道条例
ヲ制定セラレ私設 ヲ許可スヘキノ主義ヲ公示セラレタル上ハ強チニ其出願ヲ圧止スルノ條理ナ
キノミナラス大体運輸 ノ利便ヲ増進スルノ点二於テハ或ハ奨励 ヲ加フヘキ場合モアルヘ シ」と,
私設鉄道の出願を好意的に評価 し,私 設鉄道の敷設を奨励する姿勢を示 していた42)。
私設鉄道条例公布後 も,日 本鉄道につなが る路線 をもつ私設鉄道会社 の設立 は認可 されて
いった。井上 によれば,甲 武鉄道の出願 は 「同線路ノ義ハ其一端 ヲ日本鉄道会社既成線路二連
絡スルモノ」で,「資本及損益等経済上ハ素 ヨリ独立二有之候得共運輸営業等ノ点二至 リテ八相
離ルヘカラサル関係有之殆 ント日本鉄道会社ノ支線同様 ノ者」であった。したがって,甲 武鉄






鉄 道 会 社
伊豫鉄道 ・日光鉄道 ・両毛鉄道 ・甲武鉄道 ・武蔵鉄道 ・山陽鉄道 ・南勢鉄道
水戸鉄道 ・九州鉄道 ・大阪鉄道 ・北越鉄道 ・常総鉄道 ・讃岐鉄道 ・山形鉄道
甲信鉄道 ・群馬鉄道 ・武総鉄道 ・総州鉄道
関西鉄道 ・別子鉄道 ・総武鉄道 ・北陸鉄道 ・筑豊興業鉄道
上越鉄道・山梨鉄道 ・播丹鉄道・舞鶴鉄道・摂丹鉄道・紀泉鉄道・京鶴鉄道 ・
豊州鉄道 ・両部(奈 良)鉄 道 ・北海道炭硬鉄道 ・参宮鉄道 ・南和鉄道 ・
北総鉄道 ・両総鉄道
出典:中 西健一 『日本私有鉄道史研究一部市交通の発展とその構造一(増 補版)』 ミ
ネルヴァ書房,1979年,34～35頁,他 。
41)井 上勝 「(鉄道事 業 の概 況 につ き建 言)」1888年7月(前 掲 『日本鉄 道 史 』 上 篇)。
42)井 上 勝 「(水戸 ・両 毛 鉄 道 会社 設 立 出願 につ き伺)」1887年7月26日(『 公 文 類 聚』 第11編 第36巻,明 治20
年,2A-11一 ㊧323)。
43)井 上 勝 「(甲武 鉄 道 会 社 設立 出願 につ き伺 い)1888年1月17日(f公文類 聚 」 第12編 第42巻,明 治21年,
2A-11一 ㊥377)。
34一 『明大商学論叢』第80巻 第1・2号 一(34)
た43》。
井上の私設鉄道の出願 に対する許認可には,幹 線鉄道の敷設 を優先するという方針が貫かれ
ていたように思われ る。た とえば,神 戸 ・下関間の山陽鉄道会社に対 しては 「官設ナリ私設ナ
リ早晩必ス布設 ヲ要スヘキ幹線」であるとして,次 のように述べていた鋤。
其運輸営業上直接 ノ利益最モ多カルヘキ部分ノミヲ布設 シ所謂肉ヲ食シテ骨ヲ残サシムル
カ如キコ トアル時ハ他 日全線 ノ布設着手ノ期二至 リ甚差支可申且如此幹線中二数個 ノ所有
者 ヲ並立セシムルハ運輸営業上二於テ常二支障多 クシテ動モスレハ鉄道ノ便益 ヲ鉄 クノ虞
アルモノナルヲ以テ山陽鉄道会社ニテ一部分ノミヲ布設 シ半途ニシテ其残部ノ布設工事ヲ
躊躇 シ予定期限内二竣功セサル場合二当リ政府又ハ他ノー大会社二於テ其残部布設二着手
セムル トスル時買上 ケ又ハ合併二便ナルノ方法ヲ予備 シ置クニ外ナラス
井上 によれば,山 陽鉄道会社の神戸 ・下関間の路線 は,官 設であれ私設であれ早晩敷設しな
ければな らない幹線鉄道であった。 したがって,山 陽鉄道会社が全路線 を敷設 しなかった場合
には,政 府が買い上げるか他の一大私設鉄道会社が合併をし,い ずれにしても数社によって路
線が分割されるようなことがあってはならないとした。井上 は,山 陽鉄道会社 に対する政府保
護 も,こ のような観点か ら認めたのであった。
しかし井上 は,幹 線ルー トからはずれる地方的な私設鉄道の計画に対 しては,か な り現実的
な判断をし出願を却下 していった。たとえば,千 葉県の安井理民 ら5名 の出願 になる東京 ・千
葉 ・佐倉 ・銚子間鉄道の設立計画に対 しては,次 のように述べて却下すべ きであるとしたので
ある45)。
第1に,同 鉄道の敷設計画路線 は全長70哩 余,敷 設資金総額は200万 円,年 間の運輸収入は
36万 余円であったが,「此鉄道ハ両毛若 クハ水戸鉄道 ノ如ク他 ノ鉄道幹線二連絡スルモノニ非
ス全 ク独立 ノ線路」であるため,た とえ 「線路ノ経過 スル土地ハ平坦工ヲ施 シ易キ部分」が多
い として も,車 輌や器械 はいうまでもな くその製作や修繕 を行 う工場 を独 自に設備 しなければ
な らず,200万 円の設備資金では必ず不足が生ず る。第2に,運 輸収入には「目下水運二依テ輸
出入スル賃額 ヲ其侭鉄道ノ収入 ト算」しているが,こ の地方では 「概ネ水運 ノ便頗ル完全ナル
ト其貨物ノ性質必スシモ鉄道 ノ如キ迅速輸送 ヲ要セサルモノ多数 ヲ占ル」ため,水 運貨物のす
べてが鉄道貨物に転移するとは考えられない。こうして,「資金ハ不足ヲ告ケ収入ハ予算ヨリ減
スル時ハ此鉄道事業ハ単二株主等利益上ノ点二於テモ決シテ十分 ノ見込 ヲ立テ難 キモノ」で
44)井 上勝 「山陽鉄道会社免許状ノ儀二付副申」1887年11月1日(r公 文類聚』第12編 第42巻,明 治21年,2
A-11適377)。
45)井 上勝 「千葉県安井理民外五名 ヨリ出願東京ヨリ千葉佐倉ヲ経テ銚子港二至ル鉄道布設之件」1888年1月16
日(『公文類聚』第12編 第42巻,明 治21年,2A-11廟377)。
(35)一 井上 勝の鉄道構想一35
あった。そして,さ らに井上は,両 総地方に鉄道を敷設する場合で も,「其線路ハ出願図面 ノ如
キー二局部ノ便 ヲ謀ランカ為メニ故 ラニ非常二迂回スルモノヲ取ラサル方得策ナルヘシ」 と,
地方的な利害 よりも幹線鉄道の早期敷設 を優先すべきであるとしている。
小鉄道会社の出願却下 は,1888年 に三重県三重郡菰野町小川義郎 ほか14名 によって計画さ
れた南勢鉄道(安 濃津 ・宮川間)の 計画に対 してもみられた。すなわち,井 上はこの鉄道計画
に対 して 「該線路営業ノ目的タルや殆ン ト遊覧旅行者二便宜 ヲ與フルノミニシテ絶ヘテ殖産興
業ノ急務二応スルノ効能ハ無之モノ」で,「鉄道濫設 ヲ憂フル今 日二在テハ経済上 ヨリ論スルモ
急遽布設ヲ計ルヘキ要用ノモノニ有之間敷将 タ該線路ハ既二許可相成タル関西鉄道会社線路ノ
接続地ニシテ果 シテ鉄道敷設ヲ要スル時ハ該社二於テ経営スヘキモノニ可有之」として却下し
たのであった。井上によれば,こ のような 「小区域二於 テ独立営業ノ鉄道布設 ヲ許可相成候テ
パ曽テ具陳セシ鉄道切売ノ弊害 ヲ受ケ可申二付寧ロ関西会社二於 テ可布設時期 ヲ相待チ長距離
ノ線路二相連ネテ経営セシメ候方得策二可有之候」 と考えられるのであった46)。
こうして企業勃興期の井上勝の私設鉄道の出願に対する対処の仕方 をみると,地 方的な利害
にかかわる小鉄道 は出願を却下 し,幹 線鉄道 については官設か私設かを問わずに敷設を急 ぎ,
私設鉄道 は日本鉄道,山 陽鉄道,九 州鉄道および関西鉄道の ような大私鉄による小鉄道の合併
を勧めているかにみえる。井上によれば,新 橋 ・神戸間の東海道官設鉄道および湖東線の開通
に象徴 される1888年 は,「実二二十年前ノ廟議ヲ実施大成セ シメラレタルモノニシテ国家 ノ福
利洪鴻ナルハ固ヨリ議 ヲ埃 タサルナ リ」と言われるほどの重要な画期であり紛,こ こに井上がめ
ざした1869年 の廟議決定による鉄道網の計画は一応達成された。そこで井上は,さ らなる全国
的な鉄道網の形成 をめざすのであるが,そ うした井上の鉄道構想 は1889年4月8日 の「北陸鉄
道ノ儀二付第二回答 申書」 において述べ られている。北陸鉄道は,富 山 ・金沢 ・武生間の鉄道




年額金百五拾万 円ヲ支弁スルモ尚殆 ト三拾万 円ノ余裕アルハ疑 ヲ容 レサルモノ トス而 シテ
右ノ内利子七朱ノ公債 ヲ五朱ノモノニ漸次変換スルヲ得ルモノ トスレハ其余扇ハ金七拾万
円二上ルヲ得ヘキヲ以テ更二進ムテ資本 ヲ増額シ鉄道事業ノ拡張 ヲ謀ルハ目今 ノ急務ナリ
46)井 上 勝 「(南勢 鉄 道 設立 出願 につ き答 申)」1888年8月18日(『 公 文 類 聚 』第12編 第44巻,明 治21年,2A
-11一鰯)379)。
47)井 上 勝 「(東京 神 戸 間鉄 道 線 路 全通 に関 して)」1889年7月6日(r公文 類 聚 」第13編 第46巻,明 治22年,
2A-11一(塞)431)。
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このように,井 上の認識 によれば,官 設鉄道の経営 にはかな りの余裕が出てきた。 したがっ
て,北 陸鉄道 は 「之 ヲ孤立セ シメテ利用完全ナラ'ス維持輩固ナラサルモノ トスルヨリハ寧 ロ敦
賀線 ヨリ延長 シテ其経済 ヲ官設鉄道 トーニスル ノ方法ヲ取ルヲ得策ナ リ」 と判断 され るので
あった。 また,山 形鉄道についても,こ れを大石田以北に延長 し秋田を貫いて弘前を経て青森
に達すれば 「其両端 二於テ日本鉄道会社 ノ線路二連絡スルモノ」 となる。したがって,北 陸鉄
道 と同様 に山形鉄道 も両羽鉄道 とともに 「孤立セル短線路 トナサス日本鉄道会社二於テ当初予




鉄道官僚 としての井上勝の課題 は,当初は1869年 の廟議決定 になる鉄道建設計画を早期に実
現することにあった。しかし,そ れが1888年 の東海道線および湖東線の開通によって実現する
と,井 上 は改めて全国的な鉄道網 を構想 した。1891年7月 に内閣総理大臣伊藤博文 に宛てて提
出した 「鉄道政略二関スル議」は,そ うした井上の鉄道構想の1つ の到達点であった49)。
井上勝の 「鉄道政略二関スル議」は,「鉄道ヲシテ可及的全国枢要ノ地二普及セシメ首尾環連
幹支接続 シ其利用ヲ完全ナラシムル」 ことを目的にした ものであった。井上によれば,こ の目
的を達成するためには北海道を除いて5200哩 の鉄道線路を必要 とするが,既 成鉄道および竣工
見込 みの鉄道が1650哩 に及んでいるので,今 後3550哩 の鉄道の建設を必要 とする。 したがっ
て,一 哩当た りの工費 を6万 円 とすれば,建 設費は総額で2億1300万 円となる。これに官私鉄
道1600哩 に要する費額7800万 円を加算すると,約3億 円 という莫大な金額 となるが,当 面 は
八王子 ・甲府間,三 原 ・馬開聞,佐 賀 ・佐世保間,福 島 ・青森間,敦 賀 ・富山間,直 江津 ・新
発田間などの第1期 線801哩 を,3500万 円の公債 を発行 して7ヶ 年の継続事業(単 年度500万
円)と して敷設するというものであった。
これまでの井上勝 の鉄道網構想 は,私設鉄道の建設を必ずしも排除するものではなかったが,
ここではこうした全国的な鉄道網の形成 を私設鉄道に委ねることなく,官 設鉄道 によって実現
すべ きであるとしていた。というのは,「此鉄道拡張ノ完成ハ其資本ノ巨額ナル ト相伴随 シテ容
48)井 上 勝 「北 陸 鉄 道 ノ儀 二 付 第 二 回答 申書 」1889年4月8日,『 公 文 類 聚 』第13編 第47巻,明 治22年,2A-11一 ㊧
432)。
49)以 下,と くに こ とわ りの ない か ぎ り,引 用 は井 上 勝「鉄 道 政 略 二 関 スル 議 」(前 掲r日 本 鉄道 史J上 篇,916～939
頁 に よ る)。
(37)一 井上 勝の鉄道構想一37
易ナラサル大業ナルノ ミナラス線路ノ大半ハ固ヨリ直接二資本二対スル収益ハ甚 タ小額ニシテ
専ラ間接ノ便益 ヲ主眼 トスヘキモノ」であって,「之 ヲ私設会社 ノ経営二放任シテ其成功 ヲ望ム
カ如キコトアラバ所謂木二線テ魚 ヲ求ムルノ迂二類スルモノ ト」考えられるからであった。し
たがって,こ の鉄道網の形成 を 「国家的事業 トシテ政府自ラ其施設ノ責二当ルヲ当然ノコ ト」
とし,も し 「単一二営業 ヲ目的 トスル私設会社 ノ経営二委ヌル時ハ或ルー小局部二在テハ稽鉄
道ノ便 ヲ得ルノ状 ヲ呈 スルコ トアルモ決シテ首尾環聯幹支接続ノ大成 ヲ期 ス可カラス」ので
あった。
こうした井上勝の官設鉄道 による鉄道網構想の背後 には,表3に みるように営業路線が550
哩 を越え,400万 円以上の営業収入 を挙げるにいたった官設鉄道の事業 としての成功があった。
井上 は,こ れまでにも小規模な私設鉄道が乱立することには否定的で,鉄 道事業がいわゆる「規
模の経済」 に適合的であることを繰 り返 し主張 してきたが,こ こでも 「況や孤立単線ノ鉄道ハ
建設営業共二費用ハ之ヲ長大 ノモノニ比スレハ常二割合二多キノ不利ヲ免 レスシテー小局部ノ
利用スラ亦完全ナル ヲ得サル」「長大ナル線路 ヲ延長合併スレハ其管理経営上総テ供救流用ノ便
ヲ得テ甲乙線 ノ余裕ハ以テ丙丁線 ノ欠損 ヲ補 ヒ孤立 シテ維持スル能ハサル」 と指摘 していた。
このように,官 設鉄道 は井上が主張する 「規模の経済」を実現 し得 る条件を備 えるようになつ
表3官 設鉄道の営業成績
年度 平均営業路線 営業収入(a) 営業費(b) 差引益金 営業係数(b/a)
1873年 18哩22鎖 441,615円 232,830円 208,785円 52.7%
74 31・08 592,671 346803, 245,868 58.5
75 38・27 644459, 403823, 240,636 62.7
76 62・61 1284466,, 434001, 850,465 33.8
77 65・11 910,536 526248, 384,088 57.8
78 65・11 1,011,739 555,117 456,622 54.9
79 72・17 1243531,, 512,674 730857, 41.2
80 76・27 1,555,797 608224, 947,573 39.1
81 83・72 1,713,980 677,586 1036394,, 39.5
82 102・69 1840394
,, 926548, 913846, 50.E
83 116・11 1,569,910 631,132 933,778 40.3
84 125・51 1,362,686 612,148 750,538 44.9
85 139・32 1194815',, 589,628ホ 605187宰, 49.;
86 194・77 1,301,119 622,995 678,124 47.9
87 235・52 1698873,, 677,124 1,021,749 39.E
88 335・27 2313811,, 967585, 1,346,226 41.f




91 550・49 4,110,1412426900,, 1,683,241 59.(
出典:鉄 道院 『明治四十年度鉄道局年報』1909年3月(野 田正穂・他編r明 治期鉄道
史資料」第1集 一12,日 本経済評論社,1981年)。
注:*は1ヶ 年度に換算した数字。
38『 明大商学論叢』第80巻 第1・2号 一(38)
ていたのである。
一方,私 設鉄道の経営は1890年 恐慌を経 るなかで著 しい悪化を来たし,井 上勝によれば「吾
邦二於テ当初計画ノ目的ヲ誤ラス布設ノ功 ヲ竣成 シ運輸 ノ利用上略ホ鉄道ノ真面 目ヲ具備スル
モノ ト称 スヘキハ官設鉄道 ト日本鉄道会社 ノ二者アルノミ」で,そ の他の私鉄は概ね当初の目
的を達成 し得ずに 「全ク工事二着手セサルモノ」や 「布設工事半途 ニシテ逡巡敢テ進ム能ハサ
ルモノ」な どが多 くみ られるのであった。井上が構想 していた第1期 線のうち,三 原・馬関(下
関)間 は山陽鉄道が敷設権 を得ていたが,「 同社ハ三原以西ノ工事 ヲ中止」していた。佐世保・
佐賀間 も九州鉄道が敷設権を得ていたが,同 社 も山陽鉄道 と同様 に 「佐賀以西 ノ;工事 ヲ中止」
していた。敦賀 ・富山間 も北陸鉄道に仮免許を下付 したが,そ れ も 「到底私設 ヲ以テ成功スル
ノ望ナキ」 と思われていた。福島 ・青森間の一部 も山形鉄道 に仮免許状が下付 されてヒ〉たが,
「既二有効期限 ヲ経過」してしまっていた。その他の鉄道 も,「総武甲信両鉄道ノ如キハ未タ工
事二着手セス大阪鉄道ハ官線 ト連絡ノ工事 ヲ起スノ景況ナク関西鉄道ハ桑名線 ヲ無期限ニテ遷
延シ讃岐鉄道ハ営業 ノ収得甚 タ少クシテ将来維持 ノ見込殆 ント立チ難 キ」とい う状況にあった。
井上勝によれば,「到底之等私設鉄道 力当初ノ目的ヲ貫通 シ鉄道ノ真面目ヲ具備スルハ殆 ント
望 ミ難キモノ」であって,こ れ らの私設鉄道に依拠しながら全国的な鉄道網 を実現するのは全
く不可能であった。そこで井上 は,「今政府二於テ鉄道ノ躯張ヲ実行セン トスレハ第一二此私設
鉄道 ヲ利用完全ナルモノ トスルノ処分ヲ施サ ・ル可ラス」 としそ,政 府による私設鉄道の買収
を主張するのである。こうして,井 上 は自らが構想する鉄道網を実現するために,1890年 恐慌
に喘いでいた私設鉄道の買収を主張したのであった。井上が私設鉄道の買収 にあたって,「政府
ト会社 トノ間二合意契約 ヲ結 ヒテ之ヲ買取ル事」を条件 とする比較的 「穏当ナル道」を選んだ
のも,そ の目的が鉄道の国有化その ものにあった というよりは,「鉄道拡張ノー着手」として考
えていたか らであると言 えるように思われる。実際,井 上は1896年 か ら99年 までの鉄道熱を
も 「此趨勢の効果 として,・国内主要の地 には幹支線殆 ど普及 し」 という点で評価 し,鉄 道国有
論の趣 旨についても 「多数の会社分立せる為,其 間には玉石混清 し,… 略…区々分立 して統一
する所 なく,往 々鉄道効用の完全な り難き場合」50)があるからであると説明していた。こうして
井上 は,統 一的な幹線鉄道網 を形成するために,山 陽(神 戸 ・三原問),九 州(門 司 ・熊本間,
鳥栖 ・佐賀間),大 阪(湊 町 ・桜井間,奈 良 ・四日市 ・草津間),関 西(亀 山 ・津間,四 日市 ・
桑名間),両 毛(小 山・前橋間),甲 武(新 宿 ・八王子間),讃 岐(丸 亀 ・琴平間),筑 豊興業(若
松 ・直方間,飯 塚 ・伊加里間)の8鉄 道の買収 を主張 したのであった。ただし,日 本鉄道につ
いては,買 収価額が3000万 円とい う巨額 にのぼるため当面の買収対象か らははずされていた
50)前 掲 「鉄 道誌 」596頁 。
(39)一 井上 勝の鉄道構想一39
が,同 社 は 「東北 ノ縦貫線ニシテ重要ノ位置 ヲ占ムル」ため将来買収 をするという含みが残さ
れていた。
以上のようにみて くると,冒 頭で紹介した井上勝に関する通説的な評価 は若干の修正をせま
られているように思われ る。井上は,首 尾一貫 した鉄道官設官営主義者 というわけではな く,
鉄道網の拡張を最優先 してその時々の状況に応 じたかな り柔軟 な政策を遂行 していたのであ
る。
付記 本稿は,法 政大学経営学部野田正穂教授を研究代表者とする文部省科学研究費補助金基盤研究(B)「明治期
鉄道業の総合的研究」(1997～99年 度)の 成果の1部 である。
